
議 案 第 ５３ 号

令 和 ７ 年 度 広 川 町 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 第 ２ 号

令和７年度広川町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１４，８２７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，２９３，９５９千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和７年 ９月 ４日 提 出

広 川 町 長 氷 室 健太郎

－ 1 －



第１表  歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

 10 繰入金 188,848 △7,433 181,415

  1 他会計繰入金 184,125 △2,710 181,415

  2 基金繰入金 4,723 △4,723 0

 11 繰越金 0 22,260 22,260

  1 繰越金 0 22,260 22,260

歳               入               合               計 2,279,132 14,827 2,293,959

－ 2 － 国民健康保険特別会計
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歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

  1 総務費 50,160 △2,710 47,450

  1 総務管理費 47,745 △2,710 45,035

  7 基金積立金 12 17,538 17,550

  1 基金積立金 12 17,538 17,550

 10 予備費 999 △1 998

  1 予備費 999 △1 998

歳               出               合               計 2,279,132 14,827 2,293,959

国民健康保険特別会計



歳入歳出補正予算事項別明細書

１  総　括
歳　入 (単位：千円)

款 補正前の額 補正額 計

 10 繰入金 188,848 △7,433 181,415

 11 繰越金 0 22,260 22,260

      歳          入          合          計 2,279,132 14,827 2,293,959

－ 4 － 国民健康保険特別会計
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歳　出 (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  1 総務費 50,160 △2,710 47,450 0 0 △2,710 0

  7 基金積立金 12 17,538 17,550 0 0 0 17,538

 10 予備費 999 △1 998 0 0 0 △1

 歳     出     合     計 2,279,132 14,827 2,293,959 0 0 △2,710 17,537

国民健康保険特別会計

一 般 財 源



２　　歳　入

(款)  10 繰入金 (項)   1 他会計繰入金 (単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  1 一般会計繰入金 184,125 △2,710 181,415   2 職員給与費等繰入 △2,710 職員給与費等繰入金                                      

金

　　 　　計 184,125 △2,710 181,415

(款)  10 繰入金 (項)   2 基金繰入金

  1 国民健康保険財政調整基金 4,723 △4,723 0   1 国民健康保険財政 △4,723 国民健康保険財政調整基金繰入金                          

繰入金 調整基金繰入金

　　 　　計 4,723 △4,723 0

(款)  11 繰越金 (項)   1 繰越金

  1 繰越金 0 22,260 22,260   1 前年度繰越金 22,260 前年度繰越金                                            

　　 　　計 0 22,260 22,260

国民健康保険特別会計
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目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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３　　歳　出

(款)   1 総務費 (項)   1 総務管理費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 一般管理費 46,071 △2,710 43,361 △2,710   2 給料 △1,450 ◎　国民健康保険担当職員人件費           △2,710

  3 職員手当等 △710   2 給料                                 △1,450

  4 共済費 △550 　　・一般職給料                         △1,450

  3 職員手当等                             △710

　　・地域手当                              △20

　　・住居手当                             △160

　　・一般職期末手当                       △200

　　・勤勉手当                             △180

　　・一般職退職手当組合負担金             △150

  4 共済費                                 △550

　　・一般職共済組合負担金                 △550

　　計 47,745 △2,710 45,035 △2,710

(款)   7 基金積立金 (項)   1 基金積立金

  1 国民健康保険 12 17,538 17,550 17,538  24 積立金 17,538 ◎　国民健康保険財政調整基金積立金        17,538

財政調整基金  24 積立金                                17,538

積立金 　　・国民健康保険財政調整基金積立金      17,538

　　計 12 17,538 17,550 17,538

国民健康保険特別会計

節

一般財源



(款)  10 予備費 (項)   1 予備費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 予備費 999 △1 998 △1

　　計 999 △1 998 △1

国民健康保険特別会計
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節

一般財源



１特別職 （単位：千円）

報酬 給料 期末手当 退職手当負担金 計
長等 0 0 0 0 0 0 0
議員 0 0 0 0 0 0 0
その他の特別職 6 54 0 0 0 54 0
計 6 54 0 0 0 54 0
長等 0 0 0 0 0 0 0
議員 0 0 0 0 0 0 0
その他の特別職 6 54 0 0 0 54 0

計 6 54 0 0 0 54 0
長等 0 0 0 0 0 0 0
議員 0 0 0 0 0 0 0
その他の特別職 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0

２一般職
（１）総括 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
（ 10 ）

3 18,575 13,080 11,723 43,378 4,268
（ 10 ）

4 18,575 14,530 12,433 45,538 4,818
（ 0 ）

△ 1 0 △ 1,450 △ 710 △ 2,160 △ 550

区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計
補 正 後 174 0 9,215 0 311 154 0 1,594 0 275 11,723
補 正 前 174 0 9,595 0 311 314 0 1,744 0 295 12,433
比 較 0 0 △ 380 0 0 △ 160 0 △ 150 0 △ 20 △ 710

国民健康保険特別会計
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給 与 費 明 細 書

区 分 職員数（人）
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共済費 合　計 備　考

補 正
前

0
0
54
54

補 正
後

0
0
54
54

補 正 前
50,356

比 較

0
0
0
0

区　　　　分 職員数（人）
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共済費 合　計 備　考

補 正 後
47,646

備考２　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

比 較
△ 2,710

職員手当等の内訳

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。



ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
（ ）

3 0 13,080 8,153 21,233 4,268
（ ）

4 0 14,530 8,863 23,393 4,818
（ ）

△ 1 0 △ 1,450 △ 710 △ 2,160 △ 550

職員手当等の内訳
区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計 備 考

補 正 後 174 0 5,645 0 311 154 0 1,594 0 275 8,153
補 正 前 174 0 6,025 0 311 314 0 1,744 0 295 8,863
比 較 0 0 △ 380 0 0 △ 160 0 △ 150 0 △ 20 △ 710

備考１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。

備考２　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
（ 10 ）

0 18,575 0 3,570 22,145 0
（ 10 ）

0 18,575 0 3,570 22,145 0
（ 0 ）

0 0 0 0 0 0

職員手当等の内訳
区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計 備 考

補 正 後 3,570 3,570
補 正 前 3,570 3,570
比 較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。

備考２　（　　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その1週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の1週間当たりの通常の勤務時間に比し短い

職員について外書きすること。

給 与 費 明 細 書

区　　　　分 職員数（人）
給与費

共済費 合　計 備 考

補 正 後
25,501

補 正 前
28,211

比 較
△ 2,710

区　　　　分 職員数（人）
給与費

共済費 合　計 備 考

補 正 後
22,145

補 正 前
22,145

比 較
0

国民健康保険特別会計
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額
給与改定の状況
平均改定率　　　　
実施時期

職員数の異動状況
区分 在職数
補正後 3
補正前 4
増減 △ 1

扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 0
通勤手当 0
時間外勤務手当 0
住居手当 0
退職手当組合負担金 0
地域手当 0
扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 △ 380
通勤手当 0
時間外勤務手当 0
住居手当 △ 160
退職手当組合負担金 △ 150
地域手当 △ 20

国民健康保険特別会計

給
料

△ 1,450

給与改定に伴う増減分 0
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（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　明 備　　　　　　　　　　考

昇給昇格等に伴う増加分 0

その他の増減分 △ 1,450 職員構成等によるもの

職
員
手
当

△ 710

制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 △ 710 職員構成等によるもの



（３）給料及び職員手当等の状況

ア　職員１人当り給与 （単位：円） イ　初任給 （単位：円）
区分 補正後 補正前

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 大学卒 220,000 220,000
320,633 39.33 高校卒 194,500 194,500
302,700 36.00

ウ　級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

行政職 労務職 行政職 労務職
６級 ６級
５級 ５級
４級 1 1 ４級
３級 2 2 ３級
２級 1 ２級
１級 １級
計 3 4

エ　期末手当・勤勉手当 オ　地域手当
支　　給

６月 １２月 率　　計
2.30 2.30 4.60
2.30 2.30 4.60
同 同 同

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 キ　その他の手当

扶養手当 同
住居手当 同
通勤手当 異 距離別支給

国の制度 同 同 同 同 同

国民健康保険特別会計

課長・次長・局長・参事

区分
行政職 労務職

補 正 後
補 正 前

区分
補正後 補正前

区分 行政職

補佐・室長・主幹
係長・統括主査
主査
主任主事
主事

3人
補 正 後
補 正 前

国 の 制 度
役 職 加 算 役職・段階別に５％～１５％加算

区分
支給期別支給率（月分） 支給率 支給対象職員数

2%
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区分
国の制度との

異同
差異の内容

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退
職特例・在職
期間調整

退職手当 ２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最高限度 加算措置等


